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○北本市自主防災組織設立補助金交付要綱 

平成６年３月30日告示第41号 

改正 

平成17年５月31日告示第103号 

令和３年１月27日告示第９号 

北本市自主防災組織設立補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、自主防災組織（以下「組織」という。）の設立に対し、予算の範囲内におい

て補助金を交付することにより、組織の育成強化を図り、もって市民の防災意識の普及及び高揚

を図ることを目的とする。 

（対象団体） 

第２条 補助金の交付を受けることができるものは、自治会を単位として、防災活動を行うために

組織された団体で、自主防災組織設立届出書（様式第１号）を市長に届け出たものとする。 

（対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費は、別表に掲げる防災対策用資機材（以下「資機材」という。）

の購入に要する費用とする。 

（補助額） 

第４条 補助金の額は、１組織当たりの定額10万円と組織の設立時における構成世帯数に500円を乗

じて得た世帯割額の合計額とする。ただし、この額が30万円を超えるときは、30万円とする。 

２ 補助金の額は、購入する資機材の金額を超えない範囲とする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする組織の代表者は、自主防災組織設立補助金交付申請書（様

式第２号）及び防災対策用資機材購入計画書（様式第３号）に必要な書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

（決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、速やかに、その内容を審査し、自主防災組織設立補

助金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けた組織の代表者は、資機材の購入を完了したときは、速やかに防災対

策用資機材購入実績報告書（様式第５号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならな
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い。 

（状況報告） 

第８条 市長は、補助金を交付した組織に対して、必要があると認めるときは、資機材の購入状況

について、報告を求めることができる。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受けた者があると認めたときは、

これを取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

（委任） 

第10条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年告示第103号） 

この告示は、平成17年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第９号） 

１ この告示は、公布の日から施行する。ただし、第１条から第４条まで、第８条、第10条、第11

条、第15条から第17条まで、第22条から第24条まで、第29条から第32条まで、第35条、第39条、

第42条、第43条、第49条、第52条、第55条、第59条、第60条、第63条、第67条、第70条、第72条、

第73条、第76条、第80条、第85条から第89条までの規定は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この告示による改正前のそれぞれの告示に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

別表（第３条関係） 

防災対策用資機材一覧 

区分 品名 

情報収集伝達用器具 携帯用無線機、携帯ラジオ等の情報収集伝達用器具 

初期消火用器具 消火器、消火バケツ等の初期消火用器具 

救出用器具 バール、はしご、のこぎり、スコップ等の救出用器具 

救護用器具 担架、救急セット、運搬車等の救護用器具 

避難誘導用器具 強力ライト、トランジスターメガホン、誘導旗等の避難誘導用器具 

給食給水用器具 炊き出し用具、ポリタンク等の給食給水用器具 
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その他 ヘルメット、防災作業服、腕章、テント、防水シート、ロープ、発

動発電機、排水ポンプ、資機材格納庫その他市長が必要と認めるも

の 

様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第５条関係） 
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様式第４号（第６条関係） 
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様式第５号（第７条関係） 

 


